
様式３（事業評価調書） 

事業評価（目的設定、中間評価、事後評価）　　　　　　　　　（評価年度：令和８年度） 
 秋田県警察運営の基本方針と重点目標

重点目標 県民を犯罪等から守るための取組
施策の方向性 地域と連携した防犯体制の整備

事業名
地域と連携した防犯体制の整備事業

事業年度
Ｈ17 年度～

年度
所属名 警察本部生活安全部生活安全企画課 
係名 生活安全係

 

１　事業実施の背景及び目的 
　刑法犯認知件数、特殊詐欺の被害件数、被害額、前兆事案ともに増加傾向にある。真に安全・安
心な秋田を実現するため、地域のつながりに基づいた社会の犯罪抑止機能を維持・向上させるとと
もに地域住民の規範意識の向上を図って、県民の安全と安心を確保する必要がある。

 

２　事業概要及び財源                                                     　（単位：千円） 

事業内訳
 

概要
 翌(今)年度 前年度 最終年度 

予算額 決算(見込)額 決算(見込)額

  地域安全ネットワー 地域安全情報の発信、推進交   
１ ク事業 流会・研修会の開催など、地 960 911 

域安全活動の活発化を図る。
  犯罪抑止対策事業 地域の犯罪情勢に即した効果   
２ 的な犯罪抑止対策を推進す 90 85 

る。
  
３ 

  
４ 

その他合計（　　件）

  財政内訳 左の説明 1,050 996
国 庫 補 助 金
県 債
そ の 他
一 般 財 源 1,050 996

 

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み 
【指標Ⅰ】 
 指 標 名 地域安全メール発信回数（回）
 指 標 式 地域安全メール発信回数
 出 典 県警察本部調べ
 把握時期 当該年度中
       年度      R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

      目標ａ     169.4 173.6 182.2 199.8 211.2 196.0 199.4 192.8
      実績ｂ     152 173 250 216 189 169 140
      ｂ／ａ     89.7% 99.7% 137.2% 108.1% 89.5% 86.2% 70.2%
【指標Ⅱ】 

指 標 名
指 標 式
出 典
把握時期

      年度      
     目標ａ     
     実績ｂ     
     ｂ／ａ     



◎指標を設定することができない場合の把握方法 
　①指標を設定することができない理由 
 
 
 
　②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む） 

 

４　中間評価 

 (1)　必要性（現状の課題に照らした妥当性） 
   　当県は急激な少子高齢化の課題を抱える中で、安全で安心な社会の実現を目指
判 ａ 理 すため、地域住民や関係機関・団体等と連携・協働し、情報発信や要望把握活動、
定 由 自主防犯活動の支援など、地域安全ネットワークを活性化させる必要性は高いと 

認められる。
　（判定基準）　ａ：必要性が高い　ｂ：一定の必要性がある　ｃ：必要性が低い 
 

 (2)　有効性（事業目標の達成状況）     
　　　　　　※指標設定ができない場合「ｂ」判定以下とする。 
　　　　　　※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。 

   　地域安全ネットワークを通じた各種活動は、地域住民や関係機関等と連携して
判 ｂ 理 実施するものであり、県民の防犯意識の向上と個人的防御力の強化につながるこ
定 由 とから、安全で安心な社会の実現を図る上で有効性が認められる。

　（判定基準）　ａ：有効性が高い(達成率が100.0％以上)　ｂ：一定の有効性がある(ａ、ｃ以外の場合）　ｃ：有効性が低い(達成率が80.0％未満) 
 

 (3)　効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容） 
   　地域住民が安全・安心に暮らすことのできる地域社会を実現するため、防犯ポ
判 ａ 理 スターやリーフレット、地域安全メールなどを活用して地域安全情報を発信して
定 由 いるほか、警察官が地域住民の自主的な活動と連携し、各種会合で防犯講話を行

うことで地域住民の自主防犯意識を向上させ、規範意識の高揚につなげており、
効率性が認められる。

　（判定基準）　ａ：効率性が高い　ｂ：一定の効率性がある　ｃ：効率性が低い 
 

 (4)　総合評価 
  前    【総合評価の判定基準】 
判 Ｂ 回 Ｂ   　「Ａ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの 
定 結      「Ｂ」：「Ａ」「Ｃ」以外の判定のもの 

果      「Ｃ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

 

５　課題と今後の対応方針 

 (1)　事業推進上の課題 
　当県では、急激な少子高齢化の進展に伴い、地域のつながりに基づいた社会の犯罪抑止機能の低
下が危惧されるほか、特殊詐欺等の犯罪が巧妙化、多様化していることから、県民に対する規範意
識の向上を図る上で、より一層の地域安全ネットワークの活性化が必要であり、継続して活動を展
開していく。

 

 (2)　今後の対応方針 
　安全で安心な社会の実現を目指すため、地域住民や関係機関・団体等と連携・協働し、情報発信
や要望把握活動、自主防犯活動の支援など、継続して地域安全ネットワークの活性化に向けた各種
活動を推進する。

 



６　事後評価 

 (1)　有効性（事業目標の達成状況） 
　　　　　　※指標設定ができない場合「ｂ」判定以下とする。 
　　　　　　※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。 

  
判 理 
定 由 

　（判定基準）　ａ：有効性が高い(達成率が100.0％以上)　ｂ：一定の有効性がある(ａ、ｃ以外の場合）　ｃ：有効性が低い(達成率が80.0％未満) 
 

 (2)　効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容） 
  

判 理 
定 由 

　（判定基準）　ａ：効率性が高い　ｂ：一定の効率性がある　ｃ：効率性が低い 
 

 (3)　総合評価 
      【総合評価の判定基準】 
判       「Ａ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの　　　　　　　　    
定          「Ｂ」：「Ａ」「Ｃ」以外の判定のもの 

       「Ｃ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

 

７　類似事業の企画立案に当たっての課題 

 
 


